　　　地方法人二税による税収格差の是正反対についての意見書
　現在、平成２０年度の税制改正と国の予算編成に向けて、地方法人二税の一部を国税として徴収し再配分することなどにより、地域間の税収格差の是正を行うといった方策が検討されている。

　しかし、こうした方策は、分権型社会の構築のため、地方税の充実・強化を図るという地方分権改革の考え方に逆行するものと言わざるを得ない。

また、法人事業税に限っての配分見直しであっても、愛知県では大幅な減収が見込まれ、県と連携・協力して各種施策を実施している県内各市への影響も大いに危惧される。

　さらに、地域間の格差是正については、本来、地方交付税がその機能を担うべきものであることは言うまでもない。

　このため、国においては、まずは、大幅に削減された地方交付税の復元・充実を行うべきであり、その上で、地方税財源の充実・強化に向けて、偏在が少なく安定的な地方税体系を構築するために、地方消費税の充実・強化に取り組むべきである。

　よって、国におかれては、地方交付税の復元・充実の実行を行うとともに地方分権改革に逆行する税制改正を行わないよう強く要望する。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
　　　平成１９年１２月１７日
　　　　　　　　　　　　　　豊川市議会議長　鈴　川　智　彦　　　　　
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